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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

　

回次
第33期
第３四半期
累計期間

第33期
第３四半期
会計期間

第32期

会計期間

自　平成21年
　　　1月21日
至　平成21年
　　　10月20日

自　平成21年
　　　7月21日
至　平成21年
　　　10月20日

自　平成20年
　　　１月21日
至　平成21年
　　　１月20日

売上高 (千円) 2,006,258809,4802,650,327

経常利益 (千円) 153,215 110,710 119,654

四半期純利益
又は当期純損失(△)

(千円) 90,379 66,004 △75,779

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) ― 238,800 238,800

発行済株式総数 (株) ― 4,437,5004,437,500

純資産額 (千円) ― 1,811,6641,752,434

総資産額 (千円) ― 2,236,6221,989,435

１株当たり純資産額 (円) ― 415.74 402.15

１株当たり四半期
純利益又は1株当たり当
期純損失(△)

(円) 20.74 15.15 △17.39

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― 15.14 ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 25.00

自己資本比率 (％) ― 81.0 88.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 255,286 ― 193,668

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △48,116 ― △94,610

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △108,854 ― △108,549

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 1,185,4631,087,505

従業員数 (名) ― 34 34

(注) 1　第１四半期会計期間より四半期報告書を作成しています。そのため前年同期間の経営指標等は記載していません。

売上高等の前期対比につきましては、第一部第2の4［財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析］をご覧ください。

2　売上高には、消費税等は含まれていません。

3　当社は、四半期連結財務諸表を作成していませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移については

記載していません。　　

4　当社は、関連会社がないため、持分法を適用した場合の投資利益の記載はしていません。
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5　第33期第3四半期累計期間の潜在株式調整後1株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している潜在株

式が存在しないため記載していません。

6　第32期の、潜在株式調整後の1株当たり当期純利益については、潜在株式は存在しますが1株当たり当期純損失であ

るため記載していません。

　

２ 【事業の内容】

当第3四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な

関係会社における異動もありません。

　

３ 【関係会社の状況】

　当第3四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

　 平成21年10月20日現在

従業員数(名) 34(6)

　(注) 従業員数は就業人員であり、（）は人材派遣会社から受入の派遣社員を外数で記載しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 仕入実績

当第３四半期会計期間における仕入実績を区分別に示すと、次のとおりであります。
　

区分の名称 仕入高(千円)

乳児・知育玩具 180,386

女児玩具 104,092

遊具・乗り物 135,126

その他 68,743

合計 488,348

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
２　海外仕入比率は96.2％です。

　

(2) 受注実績

当社は、受注生産は行っておりません。
　
(3) 販売実績

当第3四半期会計期間における販売実績を区分別に示すと、次のとおりであります。

区分の名称 販売高(千円)

乳児・知育玩具 317,231

女児玩具 187,321

遊具・乗り物 206,010

その他 98,919

合計 809,480

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

当第3四半期会計期間

販売高(千円) 割合(％)

日本トイザらス㈱ 334,799 41.4

㈱ハピネット 106,631 13.2
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２　当第3四半期会計期間の主要な輸出先及び輸出売上高及び割合は、次のとおりです。
　　なお、(　)内は総売上実績に対する輸出売上高の割合です。

輸出先

当第3四半期会計期間

販売高(千円) 割合(％)

アメリカ 77,772 88.2

東南アジア他 10,435 11.8

合計
88,207

(10.9%)
100.0

　　　 ３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
　

２ 【事業等のリスク】

当第3四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証
券報告書（平成21年4月17日提出）に記載しました事業等のリスクについて重要な変更はありません。な
お、第1四半期会計期間より留意している事項は以下のとおりです。
 
貸倒リスクの高まり 
　すでに第1四半期では直接取引先2社の貸倒をご報告しておりますが、前期末商戦から続く市場低迷は、財
務基盤が脆弱な企業には厳しい影響が出ております。当社では、取引信用保険を付保するなどの対策で貸倒
による損益への影響を最小限に留める努力をしておりますが、今後一層の警戒を必要とし、予断を許さない
状況が続きます。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績の分析

　 

　当33期（平成22年1月期）の第3四半期の玩具市場全般では、一層個人消費低迷の影響が漂い、低単価商品

の特定品のヒットはあるものの、全体を牽引するヒット商品には市場全般的に不足し、厳しい状況が続いて

います。当四半期は販売店舗によるお盆商戦やシルバーウイークなどのキャンペーンで、消費喚起の度に補

充注文が誘導され、その後萎むといった具合に、需要は不安定で安売りの限界を迎えたかのように苦戦が続

いています。

　

　こうした玩具市況の中、当社の3歳未満の強力なコンセプト商材においては、消費低迷対策による安売りの

直撃を免れながら、第3四半期に入り8月度のお盆商戦明け頃まで堅調な補充が続いてきました。しかし、玩

具では当年度業績を左右する年末需要期を睨み、各社の計画商談に左右される10月度で仕入れ調整され、当

四半期実績に影響し始めました。しかし一方で、消費低迷の影響を受けず実需要で前年対比消費者動員数が

成長路線に乗った自転車の販売が飛躍し、第3四半期会計期間の売上高を前年同会計期間比9.0%増まで持ち

上げた為、当33期第3四半期累計期間の売上高は20億6百万円、前年同累計期間比9.8%増と上半期の増収を継

続しました。

 

　乳児・知育カテゴリーでは、「熱中知育ボックス」（税込価格7,140円）を当第3四半期で3年ぶりにリ

ニューアル発売し、好調な販売を開始しました。大型で高額な商品群“熱中知育シリーズ3品”は5千円未満

の商品群よりも消費低迷の影響が少なく、他社に競合の無い強味を見せています。

 

　知育玩具等に比べると競合の激しい女児玩具カテゴリーでは、お人形と遊ぶ事で2歳の「トイレトレーニ

ング」に役立つおもちゃ「ぽぽちゃんのおしゃべりトイレ」(税込価格1,659円)のヒット等が牽引し、流通

段階で商材が見直され、人形市場低迷の影響を受けつつも縮小幅を穏やかに抑えながら推移しています。ま

た、前年に無い「エコ」を遊びにした「エコパピエ」（税込価格4,179円）も当第3四半期売上を支え、上半

期からの同カテゴリー累計売上アップに貢献しています。
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遊具・自転車カテゴリーは「いきなり自転車かじ取り式」が当第３四半期で発売後1年を越えましたが、

需要飽和の様子を見せず依然成長路線を続けています。幼児自転車全般では消費低迷の影響を受けている

はずですが、「いきなり自転車」は実売価格を下げなくとも売れるとの評判を引き出し、自転車流通への拡

販後の販売店各社が価格競争しない状況で売り伸ばしているのが当期の特徴です。

 

　利益面においては、当社では構造管理を徹底し、僅かな増収がすぐに利益増に反映する経営体質となって

います。また、当期では若干円高に推移し微量に原価を下げた事もあり、当第3四半期を含めた第3四半期累

計期間の営業利益は1億69百万円（内、第3四半期会計期間営業利益は1億9百万円）、前年同累計期間比では

142.9%増（前年同会計期間比20.7％増）となりました。第3四半期における前年同期間では、自転車カテゴ

リーが製造原価高騰を直接受けていましたが、当第3四半期では、大きく増収につながると同時に、高騰した

仕入れ原価が徐々に標準価格に近付いてきたことも実質利益構造改善となり、前年同期間対比営業利益増

の要因となっています。

 

　当33期第3四半期累計期間では、まだ当社の営業利益は売上対比ガイドラインである10%に不足しています

が、上述のような営業利益構造改善が進んだことで、経常利益は1億53百万円（内、第3四半期会計期間経常

利益は1億11百万円）となりました。前年同期間では株価の大幅下落を評価し保有株式の減損を余儀なくさ

れたため、純損失をだしましたが、当第3四半期は減損計上は無く、税引前四半期純利益においても1億53百

万円（内、第3四半期会計期間税引前四半期純利益は1億10百万円）となり、四半期純利益では90百万円

（内、第3四半期会計期間四半期純利益は66百万円）となりました。

 

 

(注)　　 上記における前年同期に関係する数値及び比率は業績説明上の参考情報として記載しており独立監査人による

四半期レビューを受けておりません。

 

（２）財政状態の分析 

　当第3四半期末における資産合計は、前事業年度末に比べて、2億47百万円増加し22億37百万円となりまし

た。流動資産では、年末に向けて売上が増加するとともに、売掛金の回収が進んだこと等により1億72百万円

増加し、固定資産においても主に投資有価証券の時価評価により75百万円の増加となりました。

　負債は、主に、当第3四半期末をまたぐ仕入れ決済により買掛金が一時的に増加したこと、また、未払法人税

等の計上により、前事業年度末に比べて1億88百万円増加となりました。

　純資産は、保有株式の時価評価等により前事業年度末に比べ59百万円増加し、18億12百万円となりました。

　以上の結果、自己資本比率は81.0％となりました。

　

　（３）キャッシュ・フローの状況 

　当第3四半期末における現金及び現金同等物は、前事業年度末より98百万円増加（内、第3四半期会計期間

は6百万円の増加）し、11億85百万円となりました。

　営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権やたな卸資産の増加による資金は減少しましたが、大幅

な利益増により合計で2億55百万円の増加（内、第3四半期会計期間は17百万円の増加）となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、金型等固定資産の取得および投資有価証券の取得により48百万円

の支出（内、第3四半期会計期間は11百万円の支出）となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、主に配当金の支払により1億9百万円の支出（内、第3四半期会計期

間は0百万円の支出）となりました。

 

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第3四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更はありません。

 

（５）研究開発活動

　当第3四半期会計期間の研究開発費の総額は23百万円です。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第3四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

①重要な設備の新設等 

当第3四半期会計期間において前四半期会計期間末に計画中であった重要な設備の新設等について重

要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

また、当第3四半期会計期間において新たに確定した重要な設備の新設等はありません。 

 

②重要な設備の除却等 

該当事項の計画はありません。

　

　

　

EDINET提出書類

ピープル株式会社(E02882)

四半期報告書

 7/22



第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 17,937,500

計 17,937,500

　

② 【発行済株式】

　

種類
第3四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年10月20日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年12月4日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,437,500 4,437,500
ジャスダック
証券取引所

 
単元株式数500株

計 4,437,500 4,437,500― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年７月21日～
平成21年10月20日

- 4,437,500 - 238,800 - 162,700

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握してお

りません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日(平成21年７月20日)に基づく株主名簿による記載をし

ております。

① 【発行済株式】

平成21年７月20日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　79,500

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

4,356,000
8,712 ―

単元未満株式
普通株式

2,000
― ―

発行済株式総数 4,437,500― ―

総株主の議決権 ― 8,712 ―

　

② 【自己株式等】

平成21年７月20日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
ピープル株式会社

東京都中央区東日本橋
２－15－５

79,500 ― 79,500 1.79

計 ― 79,500 ― 79,500 1.79

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
　2月

　
　3月

　
　4月

　
　5月

　
　6月

　
　7月

　
　8月

　
　9月

　
　10月

最高(円) 395 359 434 415 510 600 561 580 560

最低(円) 353 333 353 390 411 501 540 550 500

(注)　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所における株価を記載しております。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期会計期間(平成21年７月21日か

ら平成21年10月20日まで)及び当第３四半期累計期間(平成21年１月21日から平成21年10月20日まで)に係

る四半期財務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。

　

３  四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がないため、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第3四半期会計期間末
(平成21年10月20日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年1月20日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,186,066 1,087,902

受取手形及び売掛金 389,282 338,867

有価証券 － 9,090

商品 252,564 214,559

原材料 6,837 124

その他 17,579 29,625

貸倒引当金 △738 △399

流動資産合計 1,851,590 1,679,767

固定資産

有形固定資産 ※1
 69,495

※1
 67,495

無形固定資産 4,555 5,326

投資その他の資産

投資有価証券 224,564 152,875

その他 86,418 83,972

投資その他の資産合計 310,982 236,847

固定資産合計 385,032 309,668

資産合計 2,236,622 1,989,435
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（単位：千円）

当第3四半期会計期間末
(平成21年10月20日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年1月20日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 178,451 98,280

未払法人税等 48,225 1,095

その他 146,324 87,626

流動負債合計 373,001 187,001

固定負債

長期未払金 ※2
 50,000

※2
 50,000

繰延税金負債 1,957 －

固定負債合計 51,957 50,000

負債合計 424,958 237,001

純資産の部

株主資本

資本金 238,800 238,800

資本剰余金 162,712 162,712

利益剰余金 1,378,905 1,397,468

自己株式 △42,579 △42,579

株主資本合計 1,737,838 1,756,401

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 73,826 △3,967

評価・換算差額等合計 73,826 △3,967

純資産合計 1,811,664 1,752,434

負債純資産合計 2,236,622 1,989,435
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(2)【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

当第3四半期累計期間
(自 平成21年１月21日
 至 平成21年10月20日)

売上高 2,006,258

売上原価 1,051,479

売上総利益 954,779

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 220,997

販売促進費 25,804

運賃 127,191

役員報酬 54,255

給料及び手当 133,439

支払手数料 52,040

研究開発費 60,386

その他 111,909

販売費及び一般管理費合計 786,020

営業利益 168,759

営業外収益

受取配当金 1,480

有価証券運用益 1,270

その他 1,083

営業外収益合計 3,833

営業外費用

支払利息 72

為替差損 1,624

投資事業組合運用損 17,681

営業外費用合計 19,377

経常利益 153,215

特別損失

固定資産除却損 14

特別損失合計 14

税引前四半期純利益 153,202

法人税、住民税及び事業税 53,445

法人税等調整額 9,378

法人税等合計 62,823

四半期純利益 90,379
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【第３四半期会計期間】
（単位：千円）

当第3四半期会計期間
(自 平成21年7月21日
 至 平成21年10月20日)

売上高 809,480

売上原価 422,793

売上総利益 386,687

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 82,811

販売促進費 8,968

運賃 48,602

役員報酬 18,446

給料及び手当 43,336

支払手数料 16,072

研究開発費 22,858

その他 36,120

販売費及び一般管理費合計 277,215

営業利益 109,472

営業外収益

投資事業組合運用益 2,987

その他 4

営業外収益合計 2,991

営業外費用

為替差損 1,753

営業外費用合計 1,753

経常利益 110,710

税引前四半期純利益 110,710

法人税、住民税及び事業税 46,936

法人税等調整額 △2,230

法人税等合計 44,706

四半期純利益 66,004
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第3四半期累計期間
(自 平成21年１月21日
 至 平成21年10月20日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 153,202

減価償却費 38,937

投資事業組合運用損益（△は益） 17,681

売上債権の増減額（△は増加） △50,414

たな卸資産の増減額（△は増加） △44,719

仕入債務の増減額（△は減少） 80,171

その他 65,432

小計 260,289

利息及び配当金の受取額 1,586

利息の支払額 △72

法人税等の支払額 △6,518

営業活動によるキャッシュ・フロー 255,286

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △37,756

投資有価証券の取得による支出 △10,360

投資活動によるキャッシュ・フロー △48,116

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △108,647

その他 △207

財務活動によるキャッシュ・フロー △108,854

現金及び現金同等物に係る換算差額 △358

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 97,958

現金及び現金同等物の期首残高 1,087,505

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,185,463
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【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期会計期間(自  平成21年7月21日  至  平成21年10月20日)

該当事項はありません。

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期累計期間

(自　平成21年1月21日　至　平成21年10月20日)

１　会計処理基準に関する事項の変更

①たな卸資産の評価基準及び評価方法の変更 

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、移動平均法による原価法によっておりましたが、第1

四半期会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第9号　平成18年7月5日）が適用され

たことに伴い、移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）により算定しております。なお、この変更による損益への影響はありません。

　

【簡便な会計処理】

当第３四半期累計期間
(自　平成21年1月21日　至　平成21年10月20日)

１　棚卸資産の評価方法

当第3四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実施棚卸を省略しております。

　また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価格を見積り、簿

価切下げを行う方法によっております。

２　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期間按分して算出する方法によっ

ております。

３　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加算減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法

によっております。 

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境等、かつ一時差異等の発生状況に

著しい変化がないと認められる場合は、前事業年度決算において使用した将来の業績予測やタックス・プラン

ニングを利用する方法によっております。

　

　

【四半期財務諸表の作成に特有の会計処理】

　　　該当事項はありません。

　

【注記事項】

　

(四半期貸借対照表関係)

当第３四半期会計期間末
(平成21年10月20日)

前事業年度末
(平成21年1月20日)

※1　有形固定資産の減価償却累計額　　430,683千円 

※2　長期未払金の明細 

　　　　　未払取締役退職慰労金　　　　50,000千円

※1　有形固定資産の減価償却累計額　　393,309千円 

※2　　　　　　　　　　同左
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(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第３四半期累計期間
(自  平成21年1月21日
至  平成21年10月20日)

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,186,066千円

別段預金 △604千円

現金及び現金同等物 1,185,463千円

　

(株主資本等関係)

当第３四半期会計期間末(平成21年10月20日)及び当第３四半期累計期間(自  平成21年1月21日  至  平成

21年10月20日)

１  発行済株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式(株) 4,437,500

　

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式(株) 79,816

　

　

３  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年3月16日
決算取締役会議

普通株式 108,942 25.00平成21年1月20日 平成21年4月15日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生

日が当四半期会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

４  株主資本の著しい変動に関する事項

　　　　該当事項はありません。
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(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っ
ておりますが、当第3四半期会計期間末におけるリース取引残高は前事業年度末に比べて著しい変動が
認められないため、記載しておりません。

　

(有価証券関係)

　当社の所有する有価証券は、企業の事業の運営において重要なものとなっておりますが、四半期貸借
対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。
 

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

当社は関連会社がないため、該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　
当第３四半期会計期間末
(平成21年10月20日)

前事業年度末
(平成21年1月20日)

　 　

　 415.74円
　

　 　

　 402.15円
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２  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第３四半期累計期間

　
当第３四半期累計期間
(自  平成21年１月21日
至  平成21年10月20日)

１株当たり四半期純利益金額 20.74円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －
　

(注)　1.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、

記載しておりません。

2.1株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

　

項目
当第３四半期累計期間
(自  平成21年１月21日
至  平成21年10月20日)

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 90,379

普通株式に係る四半期純利益(千円) 90,379

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式の期中平均株式数(千株) 4,357.7

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算
定に用いられた四半期純利益調整額の主要な内訳
(千円)

－

四半期純利益調整額(千円) －

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算
定に用いられた普通株式増加数（千株）

－

普通株式増加数(千株) －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前事業年度末から重要な変動が
ある場合の概要

－
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第３四半期会計期間

　
当第３四半期会計期間
(自  平成21年 7月21日
至  平成21年10月20日)

１株当たり四半期純利益金額 15.15円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 15.14円
　

(注)　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

　

項目
当第３四半期会計期間
(自  平成21年７月21日
至  平成21年10月20日)

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 66,004

普通株式に係る四半期純利益(千円) 66,004

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式の期中平均株式数(千株) 4,357.7

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算
定に用いられた四半期純利益金額調整額の主要な
内訳(千円)　

－

四半期純利益調整額(千円) －

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算
定に用いられた普通株式増加数(千株)

1

普通株式増加数(千株) 1

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前事業年度末から重要な変動が
ある場合の概要

－

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

　　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年12月4日

ピープル株式会社

取締役会　御中

　

あ ず さ 監 査 法 人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    堀之北　重　久    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    北　川　健　二    印

　

　 　 　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているピー

プル株式会社の平成21年1月21日から平成22年1月20日までの第33期事業年度の第3四半期会計期間（平成21

年7月21日から平成21年10月20日まで）及び第3四半期累計期間（平成21年1月21日から平成21年10月20日ま

で）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ピープル株式会社の平成21年10月20日現在の財政状態、

同日をもって終了する第3四半期会計期間及び第3四半期累計期間の経営成績並びに第3四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 
(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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